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第１章  総  則 

 

１・１ 目的 

 この基準は、「解説 給水装置の構造及び材質の基準」、「給水用具の維持管理

指針」、恵那市水道事業給水条例（以下「条例」という。）同施行規則（以下「条

例施行規則」という。）に基づき、給水装置の設計、構造、材質及び施工について

の基準を定めることを目的とする。 

 

 １・２ 適用の疑義 

  この基準の適用に疑義が生じた場合は、上下水道課及び南水道管理室（以下水道

担当課）の指示による。 

 

 １・３ 給水装置の定義 

  需要者に水を供給するために水道事業者の施設した配水管から分岐して設けられ

た給水管及びこれに直結する給水用具をいう。(水道 法第3条第9項) 

 

 １・４ 給水の区域 

（１）上水道の給水区域は条例第２条第１項に掲げる区域とする。 

（２）給水をしない区域とは、次の各号に掲げる区域とする。尚詳細については、

水道担当課と協議すること。 

① 給水区域以外の区域 

② 給水区域内であっても、配水管を布設していない区域。 

③ 配水枝管に新たに分岐給水するだけの水圧又は水量の能力が無い区域 

④ 新たに分岐給水することにより、配水本管の水圧等に影響を及ぼすおそれ

のある区域。 

⑤ 新たに給水することにより、水道施設（配水池、送水ポンプ等）の能力に

影響を及ぼすおそれのある区域。 

⑥ 道路管理者の指定した区域。 

（３）給水区域内であって配水管を布設していない区域であっても、給水装置を設

備しようとする場所までの配水管布設工事の経費を負担する場合又は給水に支

障があると認める区域であっても、配水施設の改良及びその他の設備に要する

経費を負担する場合においては、給水することができる。この場合の所有権は、

公道に属する部分については、市に帰属するものとする。 

 

１・５ 給水装置の種類 

（１）専用給水装置 

    １戸又は１箇所で専用するもの。 
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（２）共用給水装置 

    ２戸又は２箇所以上で共用するもの。 

 

１・６ 給水の方法 

 給水の方法は、次の各号に掲げるものによるものとする。 

 （１）直結式 

１）共通 

① 主に居住又は事務所などに供する建物であること。 

② 一時に多量の水を使用しないこと。 

③ ３階以上に給水する場合は、被分岐管の口径が75ｍｍ以上あり、最小動水

圧が0.20MPa以上あること。なお、最小動水圧が不明な場合は、測定した期

間の最低水圧の80％を最小動水圧とする。 

２）直結直圧式 

① 配水管のもつ水量、水圧等の供給能力の範囲内であること。 

② 被分岐管の最小動水圧より水理計算を行い、末端最高位の給水栓の所要水

頭を満足できる範囲とすること。 

３）直結増圧式 

① ３階以上に使用する給水装置で、直結直圧式では給水が不可能な場合。 

② 増圧給水設備は市メーター１個に付き１設備とすること。 

 （２）受水槽式 

① 災害時、事故等による水道の断減水時にも、水道確保が必要な場合。 

② 一時に多量の水を使用するとき、又は使用水量の変動が大きいときなど、

直結給水にすると配水管の水圧低下を引き起こすおそれがある場合。 

③ 配水管の水圧変動にかかわらず、常時一定の水量、水圧を必要とする場合。 

④ 薬品を使用する工場など、逆流によって配水管の水質を汚染するおそれの

ある場合。 

⑤ 直結給水ができない場合。 

⑥ その他市長が必要と認めたもの。 

 （３）前２項のほか、給水方法の決定については、水道担当課と協議の上決定する

ものとする。 

 

 １・７ 給水装置工事の種類 

 給水装置工事の種類は、次の各号に掲げるものとする。 

 （１）新設工事 

    新たに給水装置を設ける工事 

 （２）改造工事 

① 給水管の増径、管種変更、給水栓の増設など給水装置の原形を変える工事 
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② 給水管の付替若しくは布設替工事 

③ メーターの位置の変更工事 

④ 受水槽式から直結式へなど給水方式を変更する工事 

 （３）移転工事 

    転居等により、メーターの場所を変える工事 

 （４）修繕工事 

    給水装置の原形を変えないで給水管、給水栓等の部分的な破損箇所を修理す

る工事、ただし、厚生労働省令で定める軽微な変更（単独水栓の取替、補修並

びに給水装置の末端に設置されている給水用具の部品の取替等。）を除く。 

（５）廃止工事 

    給水管の連絡の遮断工事。 

 （６）臨時工事 

    使用期間が短期間の場合であって、臨時の事務所、工事用の事務所、工事用

等に給水する工事。 

 

 １・８ 給水装置の新設等の申込み(条例第９条･条例施行規則第５条) 

（１）給水装置を新設、改造、移転、修繕、撤去又は臨時設置しようとする者は、

あらかじめ「給水原簿」（条例施行規則様式第４号）を提出しその承認を受け

ること。 

（２）申込みは、給水を受け、又は受けようとする家屋の所有者がすること。ただ

し、材料又は給水装置工事に要する費用の全部を負担する場合は、その家屋の

所有者以外の者が申し込むことを妨げない。 

 （３）詳細については、「第２章給水装置工事に関する手続」による。 

 

 １・９ 給水装置工事の施行(水道法第16条の2･第25条の4･水道法施行規則第36条･条例第11条) 

（１）給水装置工事は、指定給水装置工事事業者が施行する。 

（２）選任された給水装置工事主任技術者は、関係法令を遵守し、確実な施工に努

めること。 

（３）給水装置工事の施行は、あらかじめ提出された「給水原簿」（条例施行規則

様式第４号）の設計審査（使用材料の確認を含む）を受け、かつ、工事竣工

後市長の行う検査を受けなければならない。 

（４）給水装置工事を施行する場合における利害関係人の同意書等の提出要件は次

の各号に掲げるものとする。 

① 土地の所有者以外の者が申し込む場合 

② 他人の給水装置から分岐しようとする場合 

③ 他人の所有地を通過して給水管を布設する場合 

（５）前項の同意書の提出は、「給水原簿」（条例施行規則様式第４号）による。 
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（６）詳細については、「第２章給水装置工事に関する手続き」による。 

 

 １・10 給水管及び給水用具の指定(条例第13条･条例施行規則第8条) 

（１） 災害等による給水装置の損傷の復旧を迅速かつ適切に行なうため、配水

管の取付口から止水栓までの間の給水管及び給水用具は次表－１に定める

ものとする。 
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表－１ 配水管の取付口から止水栓までの間の材質 

本管口径 給水口

径 

給水管管種 分岐方法 止水栓の種別 備考 

φ150 

以上 

φ100 水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管又

はﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 

不断水割丁字管 ｿﾌﾄｼｰﾙ仕切

弁 

耐震を考慮

すること 

φ75 水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管又

はﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 

不断水割丁字管 ｿﾌﾄｼｰﾙ仕切

弁 

耐震を考慮

すること 

φ50 水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管又

は水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管1種2

層管又はﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 

ｻﾄﾞﾙ付分水栓 

又は 

不断水割丁字管 

ｿﾌﾄｼｰﾙ仕切

弁 

耐震を考慮

すること 

φ40以

下 

水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管1種2層

管 

ｻﾄﾞﾙ付分水栓 止水栓  

φ100 φ75 水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管又

はﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 

不断水割丁字管 ｿﾌﾄｼｰﾙ仕切

弁 

耐震を考慮

すること 

φ50 水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管又

は水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管1種2

層管又はﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 

ｻﾄﾞﾙ付分水栓 

又は 

不断水割丁字管 

ｿﾌﾄｼｰﾙ仕切

弁 

耐震を考慮

すること 

φ40以

下 

水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管1種2層

管 

ｻﾄﾞﾙ付分水栓 止水栓  

φ75 φ50 水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管又

は水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管1種2

層管又はﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管 

ｻﾄﾞﾙ付分水栓 

又は 

不断水割丁字管 

ｿﾌﾄｼｰﾙ仕切

弁 

耐震を考慮

すること 

φ40以

下 

水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管1種2層

管 

ｻﾄﾞﾙ付分水栓 

又は 

不断水割丁字管 

止水栓  

φ50 φ40以

下 

水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管1種2層

管 

ｻﾄﾞﾙ付分水栓 

又は 

不断水割丁字管 

止水栓  

φ40 φ30以

下 

水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管1種2層

管 

金属継手ﾁｰｽ  ゙ 止水栓 ※LA継手は

使用不可 

φ30 φ25以

下 

水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管1種2層

管 

金属継手ﾁｰｽ  ゙ 止水栓 ※LA継手は

使用不可 

φ25 φ20以

下 

水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管1種2層

管 

金属継手ﾁｰｽ  ゙ 止水栓 ※LA継手は

使用不可 

φ20 φ13以

下 

水道用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管1種2層

管 

金属継手ﾁｰｽ  ゙ 止水栓 ※LA継手は

使用不可 

  注意 イ．サドル付分水栓は、ボール式エポキシ樹脂粉体塗装とする。 

     ロ．割丁字管は、内面粉体塗装とする。 

     ハ．ソフトシール仕切弁は、大井町、長島町、東野、三郷町、武並町、笠

置町、中野方町、飯地町は右開きとし、岩村町、山岡町、明智町、串
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原、上矢作町は左開きとする。 

     ニ．静水圧が0.75MPaを超える場所には上記の表は適用しない。 

（２） サドル付分水栓及び不断水割丁字管には防食フィルムを設置すること。 

（３） 配水管に給水管を取付ける工事及び当該取付口からメーターまでの工事

に関し、工法、工期その他工事上の条件は、その都度指示するものとする。 

 

１・11 メーターの分担金及び入出庫(条例第31条) 

（１）メーターの出庫は、その出庫日が給水開始日（基本料金の算定基準日）とな

るので、設置の前日若しくは当日に出庫を受けるよう努めること。 

（２）メーターの出庫は、分担金及び検査手数料を納付後、「給水原簿」（条例施

行規則様式第４号）により、出庫を受けること。 

（３）分担金は、給水装置を新設し、又は改造（メーターの口径を増径する場合に

限る。以下同じ。）しようとする者が納付する。 

（４）分担金の額は、条例による。（条例第31条） 

（５）メーターの改造、移転、廃止、臨時工事により、既存のメーターを撤去した

場合は、撤去した翌日迄に水道担当課へ返却すること。 

（６）メーターは、市からの貸与品であるので、破損、き損等に関しては、その損

害額を徴収する。 

 

 １・12 竣工検査 

（１）給水装置工事が完成したときは、給水原簿の「給水工事完成届」（条例施行

規則様式第４号）と併せて下記の該当する状況写真を水道担当課へ提出し、

竣工検査を受けなければならない。 

   ①3・12 水圧試験による宅内配管の試験圧 

②給水管を布設する場合は、配水管から水道メーターまでの配管経路 

③配水管から分水する場合は、防食フィルムの設置状況 

④鋳鉄管から分水する場合は、穿孔口を防錆する部材の取付前の施工状況 

（２）竣工検査の日時は、水道担当課の指定した日時とする。 

（３）竣工検査は、必ず当該給水装置工事主任技術者立会いのもとに実施するもの

とする。(水道法第25条の9) 

（４）給水装置工事に関し、次の各号に掲げる事項の報告又は資料の提出を求める

場合があるので、当該記録を常に整理しておくこと。(水道法第25条の10･水道法施行規則第36

条第1項第六号) 

① 給水装置工事に使用した給水管及び給水用具に関する事項 

② 給水装置の構造及び材質が政令（給水装置の構造及び材質の基準に関す

る省令）で定める基準に適合していることの確認の方法及びその結果 

（５）水圧試験を行なう場合があるので、必要な機材を準備しておくこと。 
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（６）検査員が不適当と認め、手直しを命じた場合は、直ちに施工し、再度検査を

受けなければならない。 

（７）給水装置の検査手数料は、一件につき2,000円とする。(条例第30条) 

 

１・13 罰則 

（１）給水装置の構造及び材質が、政令で定める基準に適合していないときは、給

水契約の申込みを拒み、又は給水装置が基準に適合するまで給水を停止する。

(水道法第16条) 

（２）当該給水装置が、指定給水装置工事事業者の施行した給水装置工事に係わる

ものでないときは、給水契約の申込みを拒み又は給水を停止する。ただし、政

令で定める基準に適合していることが確認できたときは、この限りでない。(水道

法第16条の2･条例第11条) 

（３）次の各号の一に該当するときは、指定給水工事事業者の指定を停止し、又は

取消すことがある。(水道法第25条の11) 

① 給水装置工事主任技術者として選任される者を置かないとき。 

② 厚生省令で定める機械器具を有さないとき。(水道法施行規則第20条) 

③ 次のいずれかに該当するとき。 

イ 禁治産者若しくは準禁治産となったとき。破産者となり復権を得なくな

ったとき。 

ロ 水道法に違反して、刑に処せられたとき。又、執行を受けることがなく

ても２年間は指定を取消す。 

ハ 指定を取り消されて、その取り消しから２年を経過していないことが判

明したとき。 

ニ その業務に不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる

相当の理由があるとき。 

ホ 法人であって、その役員がイからニまでのいずれかに該当するとき。 

④ 給水装置工事主任技術者を、指定を受けた日から２週間以内に選任しなか

ったとき。又は届け出をしなかったとき。 

⑤ 給水装置工事主任技術者を解任した後、事業所において給水装置工事主任

技術者を欠くに至ってしまった場合、２週間以内に新たに給水装置工事主任

技術者を選任しなかったとき。又は届け出なかったとき。 

⑥ 指定給水装置工事事業者の指定事項に変更があったとき。又は事業を廃止

し、休止し、若しくは再開したときに届け出をしなかったとき。又は虚偽の

報告をしたとき。 

⑦ つぎに掲げる給水装置工事の事業の運営の基準に従った適正な運営をしな

いとき。(水道法施行規則第36条) 

イ 給水装置ごとに、選任した給水装置工事主任技術者のうちから、当該工
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事に関して法第２５条の４第３項各号に掲げる職務を行なう者を指名する

こと。 

ロ 配水管から分岐して給水管を設ける工事及び配水管への取付口からメー

ターまでの工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物

に変形、破損その他の異常を生じさせることがないよう適切に作業を行な

うことができる技能を有する者を従事させ、又はその者に当該工事に従事

する他の者を実施に監督させること。 

ハ あらかじめ市長の承認を受けた工法、工期その他の工事上の条件に適合

するように当該工事を施行すること。 

ニ 給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水

装置工事の施行技術の向上のために、研修の機会を確保するよう務めるこ

と。 

⑧ つぎに掲げる行為を行なったとき。 

イ 給水装置の構造及び材質の基準(水道法施行令第4条)に適合しない給水装置を設置

する。 

ロ 給水管及び給水用具の切断、加工、接合に適さない機械器具を使用する。 

ハ 施行した給水装置工事ごとに、当該給水装置工事主任技術者に、当該給

水装置工事に関する記録を作成させ、その作成の日から３年間保存するこ

とをしていない。 

⑨ 施行した給水装置について、市長の行なう検査の立ち会い（給水装置工事

主任技術者の立ち会いも含む）の求めに対し、正当な理由なくこれに応じな

いとき。 

⑩ 施行した給水装置について、市長の当該給水装置工事に関する必要な資料

の提出の求めに対し、正当な理由なくこれに応じず、又は虚偽の報告若しく

は資料の提出をしたとき。 

⑪ その施行する給水装置工事が水道施設の機能に障害を与え、又は与えるお

それが大であるとき。 

⑫ 不正の手段により、指定給水装置工事事業者の指定を受けたとき。 

（４）水道施設を損壊し、その他水道施設の機能に損害を与えて水の供給を妨害し

た者は、５年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。（水道法第51条） 

（５）みだりに水道施設を操作して水の供給を妨害した者は、２年以下の懲役又は

５０万円以下の罰金に処する。（水道法第51条） 

（６）人の飲料に供する浄水を汚染し、よって使用することができないようにした

者は、６月以下の懲役又は１０万円以下の罰金に処する。(刑法第142条) 

（７）水道により公衆に供給する飲料の浄水又はその水源を汚染し、よって使用す

ることができないようにした者は、６月以上７年以下の懲役に処する。(刑法第143

条) 
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（８）公衆の飲料に供する浄水の水道を損壊し、又は閉塞した者は、１年以上１０

年以下の懲役に処する(刑法第147条)。 
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第２章  給水装置工事に関する手続 

 

２・１ 事前調査 

  給水装置の設計にあたる前に、下記の調査を充分に行ない、設計に必要な資料を

収集すること。また、机上調査では確認できない場合などは、必要に応じて試掘を

行ない埋設物の確認をすること。 

  （１）工事申込み者（所有者）、使用者 

  （２）工事場所 

  （３）給水区域の確認 

  （４）給水の方法（第１章 １・６に基づく） 

  （５）既設給水装置及び既設井戸水管等の位置、口径、管種 

  （６）建築確認及び建築図等関係図面 

  （７）使用人員、使用水量、用途及び使用期間等 

  （８）給水装置の設置位置、種類及び数量 

  （９）配水管の位置、口径、管種及び最小動水圧等 

  （10）道路（国道、県道、市道、位置指定、私道等）河川等の占用状況 

  （11）他の地下埋設物 

  （12）既設給水装置の所有者や配管を敷設する土地の所有者などの利害関係人 

  （13）現地の工事施工環境（昼、夜間工事・関連工事等） 

 

 ２・２ 設計計画 

  次の基本条件を満たすよう設計しなければならない。 

  （１）給水装置の設計範囲は配水管への取付口から栓末装置までとする。 

  （２）給水装置全体が所要水量を満たすものであること。 

  （３）給水管内の流速は2.0m/sec以下とすること。 

  （４）配水管への取付口は、他の給水装置の取付口から30cm以上離れていること。

(水道法施行令第4第1項第一号) 

  （５）配水管への取付管は１建築物に対して１箇所とすること。ただし、量水器

を複数個設置し、各量水器の所有者が別々となる場合は、それぞれ取付管を

設けること。 

  （６）配水管への取付口の口径は、当該給水装置による水の使用量に比し、著し

く過大でないこと。(水道法施行令第4条第1項第二号)また、分岐管の口径は、被分岐管の口

径より小さい口径でなければならない。 

  （７）配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプに直接連結しないこと。

(水道法施行令第４条第1項第三号) 

  （８）当該給水装置以外の水管その他の設備に直接連結してはならない。(水道法施行令

第4条第1項第六号) 
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  （９）給水装置は、次に掲げる内容と「給水装置の構造及び材質の基準に関する

省令の基準」に適合するよう計画すること。(給水装置の構造及び材質の基準に関する省令)。 

    イ 水道の水圧により給水装置に水漏れ、破壊等を生じることを防止する構

造であること。 

ロ 家屋の主配管の経路は、床下、構造物等の下を避けるとともに、その立

上り部には充分な強度を有する材質のものを使用し、断熱材や保温材等被

覆し、凍結防止の措置をすること。 

    ハ 給水管及び給水用具は、浸出に関する基準に適合するものを用いること。 

    ニ 給水装置の末端部は、水が停滞する構造としないこと、若しくは排水機

構を設けること。 

    ホ シアン、六価クロムその他水を汚染するおそれのある物を貯留し、又は

取扱う施設に近接して設置しないこと。 

    ヘ 鉱油類、有機溶剤その他の油類が浸透するおそれのある場所に設置する

給水装置は、当該油類が浸透するおそれのない材質のもの、又はさや管等

により適切な防護をすること。 

    ト 水栓その他水撃作用を生じるおそれのある給水用具は、水撃限界性能を

有するものを用いること、又はその上流側に近接して水撃防止器具を設置

し、適切な水撃防止の措置をすること。 

    チ 酸又はアルカリによって侵食されるおそれのある場所に設置する給水装

置は、酸又はアルカリに対する耐食性を有する材質のもの、又は防食材で

被覆する等により適切な防護をすること。 

    リ 漏えい電流により侵食されるおそれのある場所に設置する給水装置は、

非金属性の材質のもの、又は絶縁材で被覆する等により適切な防護をする

こと。 

    ヌ 水の逆流を防止するため、量水器の二次側継手部に逆流防止装置を備え

ること。また、水の逆流するおそれのある器具、施設等に給水する給水装

置は、逆流を防止するための規定の吐水空間を確保する等、必要な措置を

すること。 

    ル 事業活動に伴い、水を汚染するおそれのある場所に給水する給水装置は、

受水槽とし規定の吐水空間を確保すること。 

 （１０）既設管（井戸管等）に上水道を連結使用する場合は（井戸から水道に変更

する場合）、水道担当課の検査．承認を受けなければならない。 

 （１１）量水器の移設を行なう場合は、移設元の給水管を水道管から切り離し閉栓

することを原則とする。また、給水管の撤去については、道路管理者等の指

示に従うこと。 
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２・３ 設計図の作成 

  設計図は、「給水原簿」（条例施行規則様式第４号）により次のとおりとする。 

  （１）給水装置工事の種類を該当するものに〇をつける。 

（２）施行場所は、給水装置を設置する住所を記入する。 

  （３）水道使用者の氏名を記入する。 

  （４）給水装置工事の申込み者（所有者）の住所、氏名を記入し、捺印する。郵

便番号、電話番号を必ず記入すること。この時、所有者の管理人、代理人が

決まっている場合は、「管理人・代理人選人届」（条例施行規則様式第４

号）を提出すること。 

  （５）恵那市指定給水装置工事事業者名を記入し、捺印する。 

（６）当該給水装置工事に係る給水装置工事主任技術者の氏名を記入し、捺印す

る。 

  （７）申込み日を記入する。 

  （８）位置図は、原簿に直接印刷すること。手書き位置図の場合は、両隣の住宅

名及び目標となる建築物を記入する。 

  （９）平面図 

    ① 方位（原則として、図面上方を北とする。） 

    ② 建物の大きさ、間取り等。 

    ③ 道路の構造、種類、幅員等。 

    ④ 配水管の埋設位置、管種、管径等。 

    ⑤ 給水装置の設置位置及び管種、管径、数量等。 

    ⑥ 配管立面図（立面図でわからない場合は、その詳細図。） 

  （10）止水栓メーター位置図は、止水栓及びメーター位置を道路及び建築物との

位置関係により明示する。 

  （11）土地所有者の承諾書及び他人の給水装置から分岐する場合は、その所有者

の承諾書。（条例施行規則様式第４号） 

（12）国道、県道、土地改良財産、河川等に給水装置を占用する場合は、次によ

り占用図面を作成し、水道担当課へ提出すること。（占用申請の手続きは市

長が代行する。）ただし、申込者は占用を行なう当該管理者との協議を済ま

せておくこと。 

    ① 位置図 縮尺 1/50,000 

    ② 平面図（官民境界及び占用数量記入） 縮尺 1/200～1/500 

    ③ 断面図               縮尺 1/10～1/100 

    ④ 施工図（土工図、舗装復旧図）    縮尺 1/10～1/100 

    ⑤ 掘削面積及び影響面積計算表 

    ⑥ 道路占用許可申請書（申請者以外の必要事項を記入すること。） 

⑦ 現況写真（道路縦断両方向から撮影）に計画を朱書にて記入。 
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  （13）給水管標示記号は、次によるものとする。 

    表－２ 給水管標示記号 （１） 

  管         種   記    号 

 硬質塩化ビニル管 ＶＰ 

 耐衝撃性硬質塩化ビニル管 ＨＩＶＰ 

 水道配水用ポリエチレン管 ＨＰＰＥ 

 ポリエチレン管 ＰＰ 

 ポリエチレン内面粉体塗装鋼管 ＳＧＰ－ＰＢ 

 ポリエチレン内外面粉体塗装鋼管 ＳＧＰ－ＰＤ 

 銅管 ＣＰ 

 ステンレス鋼管 ＳＳＰ－ＳＵＳ316

 鋳鉄管 ＣＩＰ 

 ダクタイル鋳鉄管 ＤＩＰ 
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表－３ 給配水管標示記号 （２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－４ 給水栓類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２・４ 給水装置の材料及び器具 

  政令で定められた基準に適合している材料及び器具を使用すること。 
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 ２・５ 設計水量 

   所要の設計水量を算出するには、業態別使用水量、用途別使用水量、水栓の同

時使用率、同時使用水量を考えた水量を標準とする。なお、計画使用水量の求

め方は、次のいずれかとする。 

（１）一戸建て等の場合 

 ① 同時に使用する給水用具を設定して算出する方法 

 （例１）給水用具の種類によって設定する場合 表－５と表－６ 

全体で12栓あるとき・・同時使用水栓数４栓（設定：台所流し、シャワ

ー、大便器槽、手洗器 計37L/min） 

 （例２）給水用具の種類に関わらず口径によって一律の水量とする場合 表－

５と表－７ 

    全体で12栓あるとき・・同時使用水栓数４栓×17（φ13）=68L/min 

 ② 標準化した同時使用水量により求める方法 表－６又は表－７と表－８ 

   同時使用水量＝給水用具の全使用水量÷給水用具総数×同時使用水量比 

 

表－５ 同時使用率を考慮した水栓数 

水 栓 数(口) 同時使用率を考慮した水栓数(口) 備  考 

１ １  

２～４ ２  

５～１０ ３  

１１～１５ ４  

１６～２０ ５  

２１～３０ ６  
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表－６ 用途別使用水量と対応する水栓の口径 

用  途  別 

 

使 用 水 量

(ｌ/min) 

対応する水栓 

の口径 (mm) 

備  考 

 

台所流し １２～４０ １３～２０  

洗濯流し １２～４０ １３～２０  

洗面器 ８～１５ １３  

浴槽(和式) ２０～４０ １３～２０  

浴槽(洋式) ３０～６０ ２０～２５  

シャワー ８～１５ １３  

小便器(洗浄水槽) １２～２０ １３  

小便器(洗浄弁) １５～３０ １３  

大便器(洗浄水槽) １２～２０ １３  

大便器(洗浄弁) ７０～１３０ ２５  

手洗器 ５～１０ １３  

消火栓(小型) １３０～２６０ ４０～５０  

散水栓 １５～４０ １３～２０  

洗車 ３５～６５ ２０～２５ 業務用 

 

    表－７ 給水栓の標準使用量 

 給水栓口径（ｍｍ)  １３  ２０  ２５

 標準使用量（l/min）  １７  ４０  ６５

 

    表－８ 水栓数と使用水量比 

水栓数 1 2 3 4 5 6 7 8 9  10  15  20  30

使用水量比 1 1.4 1.7 2.0 2.2 2.4 2.6 2.8 2.9  3.0  3.5  4.0  5.0

     表－８の実績から同時使用率を考慮した水栓数は表－５となる。 

     

  （２）集合住宅の場合 

① 各戸使用水量と給水戸数の同時使用率による方法 

１戸の使用水量については、表－５、表－６を使用した方法で求め、

全体の同時使用戸数については、給水戸数の同時使用率次表－９により

同時使用戸数を定め同時使用水量を決定する方法である。 
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     表－９ 給水戸数と同時使用率 

戸 数 1～3 4～10 11～20 21～30 31～40 41～60 61～80 81～100

同時使用戸

数 ％ 100 90 80 70 65 60 55 50 

② 戸数から同時使用水量を予測する算定式を用いる方法 

      １０戸未満       Ｑ＝４２Ｎ0.33 

      １０戸以上６００戸未満 Ｑ＝１９Ｎ0.67 

      ただし Ｑ：同時使用水量（ｌ／min） Ｎ：戸数 

 

③ 居住人数から同時使用水量を予測する算定式を用いる方法 

       １～３０ 人     Ｑ＝２６Ｐ0.36 

      ３１～２００人     Ｑ＝１３Ｐ0.56 

      ただし Ｑ：同時使用水量（ｌ／min） Ｐ：人数 

 

  （３）一定規模以上の末端給水用具を有する集合住宅、事務所ビル等の場合 

表－１０の各種給水用具の給水用具負荷単位に末端給水用具数を乗じたもの

を累計し、図－１、図－２を利用して求める方法。 

 

表－１０ 用途別使用水量を考慮した個人用の洗面器、手洗器を１とした場合の器具単位数 

給 水 器 具 
器 具 単 位 数 

備    考 
個人用 公衆用 

大便器(洗浄弁) ６ １０  

大便器(洗浄水槽) ３ ５  

小便器(洗浄弁) － ５  

小便器(洗浄水槽) － ３  

洗面器 １ ２  

手洗器 ０．５ １  

浴槽 ２ ４  

シャワー ２ ４  

台所流し ３ －  

掃除流し ３ ４  

料理場流し ２ ４  

食器洗流し － ５  

      ※個人用とは、住宅・アパート等で、公衆用とは、事務所・学校・その他

多数の人が使用する建物内の施設。 
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  （４）受水槽容量や給水管口径（配水管から受水槽まで）を決定するための計画

使用水量を求める場合 表－１１ 

 

表－１１ 業態別使用水量 

建物種類 単位給水量 

（一日当たり） 

使用時間

（ｈ/日）

注記 有効面積当たりの

人員など 

備考 

 

戸建住宅 200～400㍑/人 10 

居住者一人当たり 0.16人/㎡ 

 

集合住宅 200～350㍑/人 15  

独身寮 400～600㍑/人 10  

官公庁・事務所 60～100㍑/人 9 在勤者一人当たり 0.2人/㎡ 
男子50㍑/人、女子100㍑/人 

社員食堂、テナント等は別途 

工場 60～100㍑/人 
操業時間

+1 
在勤者一人当たり 

座り作業0.3人/㎡

立ち作業0.1人/㎡

男子50㍑/人、女子100㍑/人 

社員食堂、シャワー等は別途 

総合病院 
1,500～3,500㍑/床 

30～60㍑/㎡ 
16 延べ面積1㎡当たり  

設備内容などにより詳細に検討する

ホテル全体 500～6,000㍑/床 12   

ホテル各室部 350～450㍑/床 12   各室部のみ 

保養所 500～800㍑/人 10    

喫茶店 
20～35㍑/客 

55～130㍑/店舗㎡ 
10  

店舗面積には厨房面

積を含む 

厨房で使用される水量のみ 

便所洗浄水などは別途 
飲食店 

55～130㍑/客 

110～530㍑/店舗㎡ 
10  

社員食堂 25～50㍑/食 10  

給食センター 20～30㍑/食 10  

デパート 

ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ 
15～30㍑/食 10 延べ面積1㎡当たり  従業員分・空調用水を含む 

小・中・ 

普通高等学校 
70～100㍑/人 9 

（生徒+職員） 

一人当たり 
 

教師・従業員分を含む 

プール用水(40～100㍑/人)は別途

大学講義棟 2～4㍑/㎡ 9 延べ面積1㎡当たり  実験・研究用水は別途 

劇場・映画館 
25～40㍑/㎡ 

14 
延べ面積1㎡当たり 

 従業員分・空調用水を含む 

0.2～0.3㍑/人 入場者一人当たり 

ターミナル駅 10㍑/1,000人 
16 乗降客1,000人当たり

 列車給水・洗車用水は別途 

従業員・多少のテナント分を含む普通駅 3㍑/1,000人  

寺院・教会 10㍑/人 2 参会者一人当たり  常住者・常勤者分は別途 

図書館 25㍑/人 6 閲覧者一人当たり 0.4人/㎡ 常勤者分は別途 
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    図－１ 同時使用流量図（Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 同時使用流量図（Ｂ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★図－２の同時使用流量図（Ｂ）は図－１同時使用流量図（Ａ）の初めの

部分を拡大してわかりやすくしたものである。 

      図中の曲線①は洗浄弁の多い場合。曲線②は洗浄タンクの多い場合に適

用する。 
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２・６ 管径 

   給水装置は、配水管の計画最小動水圧のときにも、その計画水量を充分に供給

できる管径としなければならない。すなわち図－３のように、総損失水頭に給水

栓の立上り高さを加えたものが、配水管の計画最小動水圧の換算高さ以下となる

ように管径を計算によって定めるものである。なお、受水槽式における給水管口

径は、時間平均予想給水量に基づき選定する。 

 

図－３ 水頭変化曲線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損失水頭には、管の流入、流出口における損失水頭、管の摩擦による損失水頭、

水道メーター、給水用具類による損失水頭、管の曲がり、分岐、断面変化による

損失水頭等がある。 

これらのうち主なものは、管の摩擦損失水頭、水道メーター及び給水用具類に

よる損失水頭であって、その他のものは計算上省略しても影響は少ない。 

総損失水頭は、次の（１）と（２）から求めた損失水頭(ｍ)と給水栓の立上が

り高さ(ｍ)を合計したものとなる。 

また、給水工事技術振興財団 給水装置工事技術指針に一般住宅平屋建、一般

住宅３階建、共同住宅、多分岐給水装置、受水槽式、直結増圧式における管口径

の決定方法が、記載されているので参考にすること。 
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（１）管の摩擦損失水頭 

 管の摩擦損失水頭は、図－４を用いて求める方法と計算式から求める方法があ

る。 

 図－４を用いる方法 

区間ごとに2・5設計水量で求めた計画使用水量L/minと仮定した口径から動水

勾配を求める。 

各区間の損失水頭＝動水勾配×管延長(ｍ)/1000 

 

   計算式を用いる方法 

① 口径１０～５０㎜の摩擦損失水頭 

ウエストンの公式を適用する。 

 

ｈ＝（ 0.0126+ 
0.01739-0.1087ｄ 

） ・
ｌ 

・ 
ｖ2 

√ｖ ｄ 2ｇ 

ｈ：管の摩擦損失水頭（ｍ） 

ｖ：管内の平均流速（ｍ/sec.） 

ｌ：管の長さ（ｍ） 

ｄ：管の実内径（ｍ） 

ｇ：重力の加速度（＝9.8ｍ/sec.） 

 

② 口径７５㎜以上の摩擦損失水頭 

ﾍｰｾﾞﾝ･ｳｨﾘｱﾑｽ公式を使用するものとする。 

Ｖ＝0.35464・Ｃ・Ｄ0.63・Ｉ0.54 

Ｉ＝10.666・Ｃ-1.85・Ｄ-4.87・Ｑ1.85 

Ｖ：平均流速（ｍ/sec.） 

Ｉ：動水こう配（＝ｈ/ｌ） 

ｌ：延長（ｍ） 

Ｃ：流速係数：110 

ｈ：摩擦損失水頭（ｍ） 

Ｄ：管の内径（ｍ） 

 

Ｒ：径深（ｍ）＝（ 
Ａ 

＝
断 面 積 

） 
Ｓ じゅん辺 
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図－４ Ｗｅｓｔｏｎ公式の流量曲線図 
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  図－４ Ｈａｚｅｎ－Ｗｉｌｌａｍｓ公式の流量曲線図（ｃ＝100の場合） 
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（２）各種給水用具による損失水頭 

  水栓類、水道メーターによる水量と損失水頭との関係を示せば図－６のとお

りである。これらの図に示していない給水用具の損失水頭は、製造会社の資料

等を参考にして決めることが必要になる。 

 

図－６a 水栓類の損失水頭（給水栓、止水栓、分水栓） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６b 水道メーターの損失水頭 
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上記のほかに直管換算長により各種給水用具等の損失水頭を求めることがで

きる。 

直管換算長とは、水栓類、水道メーター等による損失水頭が、これと同口径

の直管の何メートル分の損失水頭に相当するかを直管の長さで表したものであ

る。 

直管換算長は表－１２及び表-１３によるものとし、計算により求める場合は

次のとおりである。 

①各種給水用具の標準使用水量に対応する損失水頭（ｈ）を図－６から求め

る 

②図－４から、標準使用流量に対応する動水勾配（I）を求める 

③直管換算長（L）は、L=（ｈ/I）×1000である 

 

          表－１２ 器具類損失水頭の直管換算長      （単位：ｍ） 

種別

口径mm 

止水栓 
給水栓 

メ－タ－ 
備考 

甲 乙 接続流羽根車式 ウォルトマン型 

10  1.0 3.0    

13 3.0 1.5 3.0 3.0～4.0   

16 4.0 1.5 5.0 5.0～7.0   

20 8.0 2.0 8.0 8.0～11.0   

25 8.0～10.0 3.0 8.0 12.0～15.0   

30 15.0～20.0   19.0～24.0   

40 17.0～25.0   20.0～26.0   

50 20.0～30.0   25.0～35.0 20.0～30.0  

75     10.0～20.0  

100     30.0～40.0  

150     90.0～130.0  

注）分水栓（甲、乙）は、止水栓（乙）に準ずる。 
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         表－１３ 屈曲．分岐．接合の直管換算長  （単位：ｍ） 

種別 

口径mm 

曲半径小なる場合 曲半径大なる場合 
分儀箇所 

接  合 

（異形継手） 90°曲管 45°曲管 90°曲管 45°曲管 

10     0.5～1.0 0.5～1.0 

13     0.5～1.0 0.5～1.0 

16     0.5～1.0 0.5～1.0 

20     0.5～1.0 0.5～1.0 

25     0.5～1.0 0.5～1.0 

30     1.0 1.0 

40 1.0    1.0 1.0 

50 1.5    1.0 1.0 

75 3.0 1.5 1.5    

100 4.0 2.0 2.0 1.0   

150 6.0 3.0 3.0 1.5   

200 8.0 4.0 4.0 2.0   
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（３） 管径均等数 

    主管から分岐できる枝管又は支栓数を知るには、実情に応じた計算算による

べきであるが、大管に相当する小管数を推測する略算式及び管径均等表は次の

とおりである。 

 

   5 

Ｎ＝（ 
Ｄ 

） 
2 

ｄ  

 

Ｎ：小管の数（均等管数） 

Ｄ：大管の直径 

ｄ：小管の直径 

 

          表－１４ 管径均等表 

 

岐管又は 

水栓㎜ 

主管径mm 

10 13 16 20 25 30 40 50 65 75 100 150 

10 1.00            

13 1.92 1.00           

16 3.23 1.68 1.00          

20 5.65 2.89 1.74 1.00         

25 9.80 5.10 3.03 1.74 1.00        

30 15.59 8.20 4.81 2.75 1.57 1.00       

40 32.00 15.59 9.65 5.65 3.23 2.05 1.00      

50 55.90 29.00 17.26 9.80 5.65 3.58 1.75 1.00     

65 108.20 55.90 33.33 19.03 10.96 6.90 3.36 1.92 1.00    

75 154.00 79.97 47.56 27.23 15.59 9.88 4.80 2.75 1.43 1.00   

100 317.00 164.50 97.65 55.90 32.00 20.28 7.89 5.65 2.94 2.05 1.00  

150 871.40 452.00 269.10 154.00 88.18 56.16 27.27 15.58 8.09 5.65 2.75 1.00 
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２・７ 第１章・１・６・（１）・１）による直結直圧式による給水方式 

その地域の最小動水圧の調査を行い、設置する給水装置の損失水頭からその計

画で給水可能か否かを判断する必要がある。また、配水管に十分な給水能力があ

っても、設置する施設が一時に多量の水を使用するとき、又は使用水量の変動が

大きいときなど、直結給水にすると配水管の水圧低下を引き起こすおそれがある

場合や薬品を使用する工場など、逆流によって配水管の水質を汚染するおそれの

ある場合等には受水槽を設ける必要がある。(参照 第1章･1･6･(2)受水槽式) 

 

① 調査・確認項目 

１） ３階以上に給水する場合は、被分岐管の口径が75mm以上あること。 

２） 事前調査を行い被分岐管の最小動水圧が0.20MPa以上あること。なお、

最小動水圧が不明な場合は、測定した期間の最低水圧の80％を最小動水

圧とする。 

② 設計条件 

１） 調査した最小動水圧を基に水理計算を行い、末端最高位の給水栓の所

要水頭を満足すること。 

２） 市メーターＢＯＸの下流側直近に、止水栓を設置すること。 

３） 市メーターから宅内立上り管までの間に逆止弁を設置すること。 

４） 各立上り管の最上部に吸排気弁を設置し、排水ができる構造とするこ

と。（一戸建に関しては、この限りでない。） 

５） 将来、配水管の水圧低下等で３階以上での給水能力が低下した場合に、

ブースターポンプが設置できるようスペースを確保すること。また、直

結増圧式に変更する際は、第２章・２・８に基づくこと。 

③ 提出書類 

１） 「給水装置の設計に伴う水圧調査依頼書」（様式１）を提出すること。 

２） 「直結（直圧・増圧）式給水装置協議申請書」（様式３）を給水原簿

と同時に提出すること。 
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２・８ 第１章・１・６・（１）・２）による直結増圧式による給水方式 

３階以上に給水を行う場合で、直圧式では給水が困難なとき増圧給水設備を設

けることができる。また、直圧式に比べ給水栓の位置が高くなり、配水管の断水

時に給水装置側からの逆圧が大きくなることや減圧時に逆圧がかかる場合がある

こと、給水用具の数が多くその使用用途も多岐にわたることなどを考慮し、配水

管分岐から建物の間の給水管に逆止弁を設置するなど、より一層の逆流防止を講

じる必要がある。 

 

① 調査・確認項目 

１） 被分岐管の口径が75mm以上あること。 

２） 事前調査を行い被分岐管の最小動水圧が0.20MPa以上あること。なお、

最小動水圧が不明な場合は、測定した期間の最低水圧の80％を最小動

水圧とする。 

② 設計条件 

１） 市メーターＢＯＸの下流側直近に、止水栓を設置すること。 

２） 各立上り管の最上部に吸排気弁を設置し、排水ができる構造とする

こと。（一戸建に関しては、この限りでない。） 

３） 将来、配水管の水圧低下等で増圧式では給水が不能となった場合に、

受水槽や高置水槽で給水が行えるようスペースを確保すること。また、

受水槽式に変更する場合は第２章・２・９に基づくこと。 

③ 増圧給水設備 

１） 日本水道協会規格（水道用直結加圧形ポンプユニット：JWWA B13

0）の承認品又は同等以上の性能を有するもの。 

２） ポンプユニットは市メーター下流側に設置すること。 

３） ポンプ呼び径は市メーター口径以下とすること。 

４） ポンプ作動時に配水管の圧力が低下した場合、ポンプ１次側圧力が0.

15MPaで停止し、再作動する圧力は0.18MPaとすること。 

５） ポンプ２次側の設定圧は、計画給水量に応じ適切なものとし、著し

く過大にならないこと。 

６） ポンプユニットの設置場所は地上１階とし、ユニットの点検や維持

管理が容易に行えるスペースがあり、室内においては十分な換気がで

きること。また、凍結のおそれのない場所又は凍結防止の措置を講じ

てあること。 

７） ユニットの定期点検を１年以内ごとに１回実施すること。また、ユ

ニットのカバー外側に管理責任者氏名と保守点検業者名及び連絡先を

明記すること。 

８） ユニット内部に設定値を明記した一覧表を掲示すること。 
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     ９） 減圧式逆流防止器は日本水道協会規格（JWWA B134）の承認品又は

同等以上の性能を有するもの。 

１０） 減圧式逆流防止器は、ブースターポンプの１次側に設置すること。 

   ④ 提出書類 

１） 「給水装置の設計に伴う水圧調査依頼書」（様式１）を提出するこ

と。 

２） 「直結（直圧・増圧）式給水装置協議申請書」（様式３）を給水原

簿と同時に提出すること。 

     ３） 増圧給水設備の管理責任者、保守点検業者または設定した値を変更

しようとする場合は、事前に「増圧式給水装置変更届」（様式６）を

提出すること。 
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 ２・９ 第１章・１・６・（２）による受水槽式による給水方式 

   受水槽容量決定のための設計水量は、使用量の時間的変化と大きな関係があるので

充分考慮しなければならない。最も一般的な低置水槽で受水し、高置水槽へ揚水す

る場合の受水槽容量は、一人一日当り使用水量と使用人員との積若しくは単位床面

積当り使用水量と延べ床面積の積を基にして一日最大使用水量を決定し、低置水

槽は一日最大使用水量の４／１０～６／１０を、高置水槽は一日最大使用水量

の１／１０を標準とすることがのぞましい。なお、配水管の口径に比べて受水

時の流量が大きい場合には、配水管の水圧が低下して付近の他の給水に支障を

及ぼすことがあるので、減圧弁・定流量弁等の設置も検討しなければならない、

その時は、受水槽の容量ついて再度計算する必要がある。 

 

        図－７ 給水対象人口と時間係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ① 提出書類 

    １） 貯水槽設置届を給水原簿と同時に提出すること。 

２） 受水槽の容量算定書・平面図・側面図を添付すること。 

３） 平面図等に下記適合項目の寸法を明記すること。 

 

② 受水槽の構造と材質 

      受水槽は用水設備に準ずるもので、給水装置と異なり設備の構造や材質

にあっては飲料水への危険度が高い。このため設計施工並びに維持管理に

あたっては、次の各号に適合しなければならない。     

（１）外部から受水槽の天井、底および周壁の保守点検を容易に行う事がで

きるよう、受水槽の周囲は少なくとも４５㎝以上の空間を保つこと。 

（２）受水槽を地中に設ける場合は、衛生上有害なものの貯留施設又は処理

に供する施設までの水平距離は５ｍ以上保つこと。 

（３）受水槽は、出入りが容易なマンホール（直径６０㎝以上）を設けると
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共に、外部から有害なものが入らない密閉式の構造とすること。 

（４）受水槽の上部には、飲料水を汚染するおそれのある設備や機器等を設

けてはならない。 

（５）排水設備として、排水管を設けるほか、底面と低水位との間隔が１５

㎝以上となること。 

（６）受水槽の材質は、鉄筋コンクリート、鋼板、強化樹脂等とし、鉄筋コ

ンクリートの場合は特に防水を入念に行い、鋼板製の場合は内面を防

錆処置として耐水、耐塩素塗装を、外面には耐候性塗装を設けること。 

（７）オーバーフロー管及び排気のための有効な装置を設けること。オーバ

ーフロー管の口径は流入水量を充分に排出できるものとし、その吐き

口には排水時の障害がないような金網を取り付けること。 

（８）受水槽内の飲料水が滞留し停滞水が生じないよう流入口と流出口を対

称的な位置に設けること。尚受水槽が大きい場合は、導流壁を設ける

ことが望ましい。 

（９）受水槽の有効容量に比し使用量が少ない場合又は大規模な用水設備の

場合は、残留塩素が法令に定める値以下となるおそれがあるので、再

消毒のための塩素注入設備を設ける必要がある。 

（10）受水槽の流入管は、逆流防止のため吐水口空間を次表により確保しな

ければならない。 

 

      表－１５ 受水槽の越流面と流入口との間隔（呼び径２５㎜以下） 

 

   呼  び  径 

 

 近接壁から吐水 

 口の中心までの 

 水平距離 

 越流面から吐水 

 口の中心までの 

 垂直距離 

 １３㎜以下    ２５㎜    ２５㎜ 

 １３㎜を超え２０㎜以下    ４０㎜    ４０㎜ 

 ２０㎜を超え２５㎜以下    ５０㎜    ５０㎜ 

      備考 プール等水面が特に波立ちやすい水槽並びに事業活動に伴い洗剤

又は薬品を入れる水槽及び容器に給水する給水装置にあっては、

２００㎜とする。 
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      表－１６ 受水槽の越流面と流入口との間隔（呼び径２５㎜を超える） 

  区分 

 

 越流面から吐出口の最下端 

 迄の垂直距離 

 近接壁の影響がない場合  （１．７×ｄ＋５）㎜以上 

 近接壁 

 の影響 

 がある 

 場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 近接壁

 が一面

 の場合

 

 

 

 

 壁からの離れが 

 (３×Ｄ)㎜以下 
 （３×ｄ）㎜以上 

 壁からの離れが 

 (３×Ｄ)㎜を超え 

 (５×Ｄ)㎜以下 

 （２×ｄ＋５）㎜以上 

 壁からの離れが 

 (５×Ｄ)㎜以上 
 （１．７×ｄ＋５）㎜以上 

 近接壁

 が二面

 の場合

 

 

 

 

 

 

 

 壁からの離れが 

 (４×Ｄ)㎜以下 
 （３．５×ｄ）㎜以上 

 壁からの離れが 

 (４×Ｄ)㎜を超え 

 (６×Ｄ)㎜以下 

 （３×ｄ）㎜以上 

 壁からの離れが 

 (６×Ｄ)㎜を超え 

 (７×Ｄ)㎜以下 

（２×ｄ＋５）㎜以上 

 壁からの離れが 

 (７×Ｄ)㎜を超え 
 （１．７×ｄ＋５）㎜以上 

備考 ① Ｄ：吐水口の内径（単位㎜） 

② ｄ：有効開口の内径（単位㎜） 

③ 吐水口の断面が長方形の場合は長辺をＤとする。 

④ 越流面より少しでも高い壁がある場合は近接壁とみす。 

⑤ プール等水面が特に波立ちやすい水槽並びに事業活動に伴い

洗剤又は薬品を入れる水槽及び容器に給水する給水装置にあっ

ては、２００㎜以上とする。 

 

２・１０ 受水槽式から直結式へ給水方式を変更する場合 

受水槽等における衛生問題を解消するため、建築物等に設けられた受水槽式給水

設備の給水装置（直結給水）への切替えにあたり、既設配管の材質が「給水装置

の構造及び材質の基準」に適合していること、既設配管の耐圧試験（1.75MPa）を

実施し水漏れや変形がないことを確認すること及び直結給水への切替え前に水道

法第２０条第３項に規定する者による水質試験を行い、水道法第４条に定める水

質基準を満足していることを確認する必要がある。 
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詳細については、平成１７年９月５日付けで厚生労働省から通知を受けた「受水

槽式給水設備の給水装置への切替えに関する留意事項について」によるものとす

る。 

また、切替えにあたっては各給水方式に基づいて行なうこと。 

 

２・１１ メ－タ－の口径 

（１）量水器の口径は、給水管の口径に準じることを標準とするが、一時的使用

流量と１日当たり使用量を基に下表から選定した口径にすることができる。 

（例）5人居住の一般住宅（メーターφ20）の場合※「同時使用率を考慮した水栓

数」から同時使用水量を求めた水量が32L/min、業態別使用水量（300L/人）

から求めた１日当たり水量が1500L/日の場合 

・同時時用水量32L/min＜下表φ20 一時的使用の許容流量10分以内4m3/h 

・1500L/日＜下表φ20 ※３の区分により7m3/日 

 常時と最大のいずれも適正使用流量未満のためφ20となる。 

 

【水道メーター型式別適正使用流量表（参考）】 
 

JIS 

呼び径 
適正使用流量範

囲（m3/h）※１

一時的使用の許容

流量（m3/h）※２

1 日当たりの使用量(m3/

日）※３ 月間使

用量 

(m3/

月）※

４ 

Q３ 
Q３/Q１

（R）

10 分/

日以内

の場合 

1 時間

/日以

内の場

合 

1 日使用

時間の合

計 が 5 

時間 の

とき 

1 日使用

時間の合

計 が 10 

時間 の

とき 

1 日 

24 時 

間使

用の 

とき 

2.5 

100 

 

接 

線 

流 

13 0.1～1.0 2.5 1.5 4.5 7 12 100

4 20 0.2～1.6 4 2.5 7 12 20 170

6.3 25 0.23～2.5 6.3 4 11 18 30 260

10 30 0.4～4.0 10 6 18 30 50 420

16 

 

た 

て 

型 

40B 0.4～6.5 16 9 28 44 80 700

40 50 1.25～17.0 50 30 87 140 250 2,600

63 75 2.5～27.5 78 47 138 218 390 4,100

100 100 4.0～44.0 125 74.5 218 345 620 6,600

※接線流の呼び径 40 A については、定格最大流量（Q３）16 m3/h の性能が確保できないため、

呼び径30と同じ10m3/hで表すこととなる。 
 

10 100 接線流 40A 0.5～4.0 10 6 18 30 50 420

（一般社団法人日本計量機器工業連合会の資料による。）  

※１；適正使用流量範囲とは、水道メーターの性能を長期間安定した状態で使用するこ

とのできる標準的な流量をいう（製造者推奨値） 
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※２；短時間使用する場合の許容流量。受水槽方式や、直結給水で同時に複数の水栓が

使用される場合、特に短時間で大流量の水を使用する場合の許容流量をいう。 ま

た、従来の「流量基準」では、一時的使用の許容流量のうちの「瞬時的使用の場

合」について数 値に幅をもたせて記載していたが、瞬時の意味が不明確でその大

きさに左右されるため、これまでの使用実態等を踏まえ、13 mm～100 mm を総合

的に 1 日当たり 10 分程度の使用時間に統一して許容流量を示すこととした。 

※３；一般的な使用状況から適正使用流量範囲内での流量変動を考慮して定めたもので

ある。 

・1 日使用時間の合計が 5 時間のとき……一般住宅等の標準的使用時間。 

・1 日使用時間の合計が 10 時間のとき…会社（工場）等の標準的な使用時間。 

・1 日 24 時間使用のとき…………………病院等昼夜稼動の事業所の使用時間。 

 

※４；計量法（JIS 規格引用）に基づく耐久試験（加速試験）とメーターの耐久性が使

用流量の二乗にほぼ反比例することから定めた、1ヶ月当たりの使用量をいう。 
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第３章  給水装置工事の施工 

 

３・１ 一般事項 

  施工にあたっては、次の事項に注意すること。 

  （１）市長の承認を得た後でなければ施工してはならない。(条例第9条) 

  （２）給水装置工事主任技術者の指導監督のもとに施工すること。(法第25条の4･施行規則

第23条) 

  （３）国道．県道．市道．法定外公共物．河川．土地改良財産等への占用が必要

な場合は、各管理者の許可を受けた後でなければ施工してはならない。(道路法

第32条･河川法第24条)なお、国・県管理の道及び河川と土地改良財産における占用

許可申請は、市長が行なうものとする。但し許可申請に必要な書類は、２・

３（１３）に基づき申込み者又は指定給水装置工事事業者が作成するものと

する。 

  （４）道路を掘削する場合は、道路使用の許可を所轄警察署長から得ること。(道路

交通法第77条)  

  （５）工事にあたっては、予告期間を充分に取ると共に付近住民の理解を得てお

くこと。 

  （６）関係法令及び占用条件をよく理解するとともに、尊守し関係保安設備を設

置し、施工しなければならない。(13.道路工事現場における表示施設等の設置基準) 

  （７）施工の途中で変更の必要が生じた場合は、直ちにその旨を報告し、水道担

当課の指示に従うこと。 

  （８）断水が必要な場合は、事前に施工方法等について水道担当課と十分な協議

をすると共に、水道担当課の立会いの上行うものとする、但し特に認めた場

合は、指定給水装置工事事業者が行うことができる。尚、断水を行う場合は、

あらかじめ関係する水道使用者と調整を図りトラブルが生じないようにする

こと。 

  （９）万一事故が発生した場合は、速やかに水道担当課に報告するとともに、そ

の処置は指定給水装置工事事業者の責任において行うこと。 

 

 ３・２ 掘削 

  掘削にあたっては、次の事項に注意すること。 

   （１）舗装道路は、掘削に先立ち他の部分に影響を及ぼさないよう、必ずカッ

ター等で縁切りを行うこと。 

   （２）配水管本管に損傷を与える事のないよう、細心の注意をはらい慎重に掘

削すること。 

   （３）地上及び地下埋設物に損傷を与える事のないよう、細心の注意をはらい

慎重に掘削すること。 
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   （４）掘削深さに対し、土質に見合った安息角を得られない場所においては、

必ず土留工等を設け他に影響を与えないようにすること。 

   （５）軟弱地盤の場所等では、必ず土留工等を設け工事の安全を図るとともに、

湧水のある場所では、排水処理を行なうこと。また、その排水先にも充分

注意すること。 

   （６）えぐり堀り（すかし堀り）を行ってはならない。 

   （７）掘削敷は、不陸のないよう均一に仕上げること。 

   （８）掘削した土は、埋め戻し材料等に混入することのないよう処理し、作業

に支障のないようにすること。 

   （９）道路の掘削は、当日中に仮復旧が完了できる範囲とすること。 

 

 ３・３ 給水管の分岐 

  配水管又は、給水管から新たに給水管を取出すことを分岐といい、次の事項に注

意すること。 

   （１）当該配水管であることの確認をすること。 

   （２）異形管及び継手等から分岐してはならない。 

   （３）分岐管の方向は、止水栓までは配水管に対して直角とすることを原則と

する。 

   （４）交差点内での分岐はしてはならない。 

   （５）分岐箇所は、他の分岐箇所及び継手部より３０㎝以上離れていること。

(水道法施行令第4条) 

   （６）配水管への取付口は１建築物に対して１箇所とすること。 

   （７）分岐管の口径は、被分岐管の口径より小さい口径でなければならない。 

   （８）使用するサドル付分水栓は、必ず被分岐管の管種に応じたものとするこ

と。 

   （９）分岐にあたっては、割丁字管、分水栓等が充分な水密性を保持できるよ

う、配水管の外面に付着している土砂、必要により外面被覆材等を除去し、

入念に清掃すること。 

  （１０）使用する穿孔機は、機種、性能をあらかじめ確認すると共に、常に点検

整備し、良好な状態を保こと。決して摩耗したドリル、カッター等を使用

してはならない。 

  （１１）割丁字管を使用する場合は、次の点に留意しなければならない。   

      ① 割丁字管の取付けは、原則として水平とすること。障害物等   

       によりこれにより難い場合は、協議のうえ設置しなければなら   

       ない。 

      ② 割丁字管及び仕切弁は、堅固な受け台に設置し、水道担当課の立会

いのうえ所定の水圧試験を行ない、これに合格すること。 
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      ③ 穿孔は、割丁字管等に余分な応力を与えることのないよう注意して

行ない、穿孔後は、割丁字管及び仕切弁が移動しないよう保護工を設

けなければならない。 

  （１２）分水栓の穿孔は、必ず分水栓に合った穿孔機を使用し、配水管に損傷を

与えることのないよう慎重かつ確実に穿孔すること。 

  （１３）穿孔にあたっては、管の内面ライニング等に悪影響を与えることのない

よう行なうこと。 

  （１４）穿孔後は、管の切り屑、切断片等は、完全に排出すること。 

  （１５）鋳鉄管の穿孔箇所には防食・防錆のため、サドル付分水栓においては、

インサートリング又は密着コア、不断水割丁字管においてはＳＵＳブッシ

ュを取付けること。 

  （１６）サドル付分水栓及び不断水割丁字管は、ポリエチレンシートで覆い腐食

防止を行なうこと。 

 

 ３・４ 配管 

  配管にあたっては、次の事項に注意すること。 

  （１）給水管の埋設深さの標準は、次による。 

    ① 給水管の土被りは各管理者が定めた占用許可基準の深さとすること。次

表は特に定めがない場合の標準土被りである。 
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           表－１７ 給水管の土被り 

      区 分 

 場 所 

 φ７５㎜以上 

 

 φ５０㎜以下

 

 国道．県道  ０．６ｍ以上  ０．６ｍ以上

 市道  ０．６ｍ以上  ０．６ｍ以上

 公道に準ずる道路  ０．６ｍ以上  ０．６ｍ以上

 宅地内  ０．６ｍ以上  ０．３ｍ以上

    ② 障害物等のため､やむをえず上表の土被りがとれない場合は、各所轄の管

理者及び水道担当課と協議のうえ、必要な処置を講じること。 

  （２）配管をする前に、管内をよく清掃するとともに充分管体の検査を行い、き

裂その他の欠陥がないことを確認すること。 

  （３）工事中は、管端に仮蓋又は栓等をし、ごみ、土砂、汚水等が侵入しないよ

う措置すること。 

  （４）既設埋設物と錯そうする箇所に布設する場合は、３０㎝以上の間隔を保つ

こと。 

  （５）ねじ切り加工する場合は、付着した切削油はその場で完全に除去するとと

もに、その切り口面の防錆び処置をすること。 

  （６）配水管の水圧に影響を及ぼすおそれのあるポンプ等に直接連結しないこと。

(水道法施行令第4条第1号第三号) 

（７）立上り管及び横走り管は維持管理、修繕等を容易にするため、露出配管を

原則とし、その箇所には保温工事、防露工事等を施し、支持金具にて次表－

２２に定められた間隔で固定すること。(水道法施行令第4条第1項第五号･給水装置の構造及び材質に関する省令

第6条) 
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       表－１８ 支持金具の固定間隔 

区分  管     種  口    径   間   隔 

 立 

 て 

 管 

 鋼管   各階１箇所以上 

 銅管   １．２ｍ以内 

 ビニル管   １．２ｍ以内 

 

 

 横 

 

 走 

 

 り 

 

 管 

 

 

 

 

 鋼      管 

 

 φ２０ 以下  １．８ｍ以内 

 φ２５～４０  ２．０ｍ以内 

 φ５０～８０  ３．０ｍ以内 

 φ９０～１５０  ４．０ｍ以内 

 

 銅      管 

 

 φ２０ 以下  １．０ｍ以内 

 φ２５～４０  １．５ｍ以内 

 φ５０  ２．０ｍ以内 

 φ６５～１００  ２．５ｍ以内 

 

 ビニル管 

 

 

 φ１６ 以下  ０．75ｍ以内 

 φ２０～４０  １．０ｍ以内 

 φ５０  １．２ｍ以内 

 φ７５～１００  １．５ｍ以内 

   

（８）給水装置の接合箇所は、水圧に対する充分な耐力を確保するためにその構

造及び材質に応じた適切な接合を行うこと。(給水装置の構造及び材質に関する省令第1条第2項) 

  （９）床下配管及び構造物の下等の配管は、原則として避けること。やむを得ず

構造物の下を通過させる場合は、さや管方式とし、給水管の交換等修繕を容

易にできる構造とすること。(給水装置の構造及び材質に関する省令第1条第3項)        

  （10）給水装置（特に樹脂管）は、ボイラー等高温となる場所に近接して設置す

ることは避けること。 

  （11）給水管には、必要に応じて侵食、水撃作用に対し適切な処置を講じること。

(給水装置の構造及び材質に関する省令第3条､第4条) 

  （12）管はできるだけ直線に布設し、分岐管は直角に配管すること。 

  （13）地盤沈下、振動等により破壊が予測される場所にあっては、伸縮性又は可

とう性を有する構造とすること。 

  （14）接合用シール材及び接着剤は、水道用途並びに材質に適したものを必要最

小限度に使用し、適切な接合作業をすること。 

  （15）配管が完了した後は、給水開始前に管内を充分に洗浄すること 

  （16）給水管の埋設位置について、管理上必要と認めた場所には標示テープ等に

より、明示すること。 
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  （17）配管完了後は、３・12 水圧試験の検査を行うこと。 

 

 ３・５ 止水栓 

  止水栓は、次のとおりとする。 

（１）口径４０㎜以下は止水栓、口径５０㎜以上はソフトシール仕切弁（内面粉体塗

装）とする。 

  （２）止水栓、仕切弁及びその筐は、垂直に据付け開閉軸の偏心が起きないようにす

ること。 

 

 ３・６ メーターの設置 

  （１）設置場所 

    ① 点検並びに取替作業が容易な場所であること。 

    ② 官民境界付近に設置すること。 

    ③ 外圧等により損傷のおそれのない場所であること。 

    ④ 凍結等のおそれのない場所であること。 

    ⑤ 汚水等がメーターボックス内に入るおそれのない場所であること。 

    ⑥ 給水栓より低位な場所であること。 

  （２）取付けの注意 

    ① 取付ける前に、器内の異物等を取り除くこと。 

② メーターの流水方向（矢印）を確認し、水平に取付けること。 

    ③ 筐を設けて保護すること、尚筐は以下のとおりとする。 

       口径４０㎜以下は市長の定める規格品とする。口径５０㎜以上は現場製作

を原則とし、土圧、外圧等対し充分な耐力を有す構造とすること。現場製作

による筐の寸法は次表－１９のとおりとする。 

 

       表－１９ メーター筐の寸法 

 口  径   内  巾   内 長 さ 

  φ５０  ５５０㎝以上    ８００㎝以上 

  φ７５  ７００㎝以上    ８５０㎝以上 

 φ１００  ７００㎝以上  １，０００㎝以上 

    ④ メーターの上下流側には、維持管理上必要な直線部を設けるとともに、メー

ターの取替えが容易な構造（伸縮機能）とすること。 

    ⑤ メーター筐内は、凍結防止並びにメーターの取外し時のもどり水による汚染

防止のために、排水処理等必要な処置を講じること。 

    ⑥ メ－タ－の上流側には、維持管理上必要なバルブを設置すること。 
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 ３・７ 定流量弁の設置 

  定流量弁の設置基準は、次のとおりとする。 

   （１）給水量が配水本管の水圧に影響を与えるおそれのあると認められる場合。 

   （２）一時的に多量の給水量が見込まれる場合。 

   （３）定流量弁は、量水器箱の中に量水器の下流側に設置すること。 

 

 ３・８ 埋戻し 

  埋戻しにあたっては、次の事項に注意すること。 

   （１）公道分の埋戻しは、管の周囲（管底１０㎝．管上１０㎝）までは砂とし、残

り上部は各管理者の指示とする。 

   （２）締固めは、２０㎝ごとに敷均しランマ－等で充分に締固め不当沈下等により

第三者に損害を与えることのないようにすること。 

   （３）側溝等の下は、空隙が残らないよう充分に突き固めること。 

   （４）埋戻し完了後は、直ちに舗装の仮復旧を行い、交通の一時開放に支障となら

ないようにするとともに、本復旧までの間は、常に巡回し、路面等に不良箇所

が生じたときは、直ちに補修すること。 

   （５）第三者に損害あるいはトラブル等が発生した場合は、指定給水装置工事事業

者の責任において処理すること。 

   （６）道路以外の場所の埋め戻しは、当該土地の管理者の承諾を得て、良質な土砂

等を用いて充分に締め固めること。 

 

３・９ 残土処理 

  （１）残土及び舗装材等は、建設副産物適正処理推進要綱廃棄物の処理及び清掃に関

する法律、同法施行令、建設廃棄物の処理方法に従い、適切な処理をすること。 

  （２）残土を農地へ処理する場合は、農地転用若しくは農地造成の届が必要となるの

で、農業委員会と協議の上、施工すること。 

  （３）残土の運搬にあたっては、荷台にシート等をかぶせるなど安全な運搬に必要な

措置を講じること。 

 

 ３・10 舗装復旧 

  舗装復旧にあたっては、次の事項に注意すること。 

   （１）仮復旧の後、充分に自然転圧をした後本復旧をすること。 

   （２）舗装復旧の構造は、各管理者の指示による。 

   （３）本復旧後に、路面沈下、その他の不良箇所が生じたときは、指定給水装置工

事事業者の責により直ちに補修すること。 
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 ３・11 監督．指導 

  （１）給水装置工事主任技術者は、適正な施工をなし得るために、関係法令を遵守す

るとともに、常に工事の安全に留意し、現場管理を適切に行い、事故防止に努め

ること。 

  （２）給水装置工事主任技術者は、次に掲げる職務を誠実に行わなければならない。

(水道法第25条の4第3項･水道法施行規則第23条) 

    ① 給水装置工事に関する技術上の管理。 

    ② 給水装置工事に従事する者の技術上の指導監督。 

    ③ 給水装置工事に係る給水装置の構造及び材質が政令（８．給水装置の構造及

び材質の基準に関する省令）で定める基準に適合していることの確認。 

    ④ 配水管から分岐して給水管を設ける工事を施工しようとする場合における配

水管の位置の確認に関する連絡調整。 

    ⑤ 配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口か

らメーターまでの工事に係る工法、工期その他の工事上の条件に関する連絡調

整。 

    ⑥ 給水装置工事（給水装置の軽微な変更を除く。）を完了した旨の連絡。 

  （３）給水装置工事に従事する者は、給水装置工事主任技術者がその職務として行う

指導に従わなければならない。(水道法第25条の4第4項) 

  （４）給水装置工事完成後、給水装置に故障又は異常等があると認めたときは、当該

給水工事に関する関係者は直ちに修繕、その他必要な処置を講じること。 

   

３・12 水圧試験 

  （１）給水装置工事完了後の耐圧試験（水圧試験）は、次の各号に該当する場合は、

必ず実施し漏水の有無を確認すること。 

    ① 新設の給水装置工事 

    ② 建替えによる給水装置の布設替工事 

    ③ 井戸水等の管を利用して、水道に接続する場合。 

  （２）水圧試験の手順 

    ① 試験水圧は、原則として貯湯湯沸器及び貯湯湯沸器の下流側に設置されてい

る給水用具を除き1.75MPaとする。 

    ② 貯湯湯沸器及び貯湯湯沸器の下流側に設置されている給水用具(一缶二水路

型貯湯湯沸器(一つの熱交換器を浴槽内の水等の加熱及び給湯に兼用する構造

の貯湯湯沸器をいう。))は、0.30MPaとする。 

③ 一缶二水路型貯湯湯沸器(一つの熱交換器を浴槽内の水等の加熱及び給湯に

兼用する構造の貯湯湯沸器をいう。)は、その浴槽内の水等の加熱用の水路(熱

交換器内のものに限る。)の部分については、接合箇所(溶接によるものを除

く。)を有せず、1.75MPaとする。 
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④ 試験時間は、原則として１分間とする。 

⑤ メーター接続用ソケット等にテストポンプを接続する。 

⑥ 充水しながら給水装置内の空気を抜き、完全に抜けたら給水栓等を締める。 

⑦ 徐々に加圧を行い規定の水圧に達したら、テストポンプのバルブを締めその

状態を保持し、水圧の低下の有無を確認する。この時、給水器具によっては試

験水圧に耐えられない器具もあるので、手前にバルブ等を入れるなどし、破損

をまねかないよう注意をすること。 

⑧ 水圧の保持ができたら、その状況を写真（使用者名．試験水圧．試験時間を

明記する）撮影し、給水工事完成届（施行規則様式第４号により提出すること。

尚、記録式水圧試験器がある場合はそれを記録し、添付すること。 
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第４章    様     式



 

 

 

様式１ 

年  月  日 

 

恵那市長 

 

申請者（所有者）住 所 

氏 名          印 

連絡先 

 

 

給水装置の設計に伴う水圧調査依頼書 

 

 

下記理由により、当該地区の最小動水圧を調査・回答を依頼します。 

 

 ① 建築物の３階以上にある給水器具を直結式として計画したい。 

 ② 計画所要水量からして、配水管分岐口径が 40mm 以上となるため。 

            ※①又は②を選び不要な文字は  で消すこと。 

 

記 

 

１. 申請住所                                 

 

２. 建物用途         （  階建て）（  戸※集合住宅、貸しビル）  

①一戸建て専用住宅 ②一戸建て小規模店舗（兼住宅） ③集合住宅 

④事務所ビル ⑤その他 

業  種                 

 

３. 給水開始予定日     年   月   日 

 

４. 施工業者   指定番号         

住 所                

名 称                

連 絡 先                

 

５. 添付書類    位置図（建築場所と被分岐配水管を明記してください。） 

 

以上 



 

 

 

様式２ 

第      号 

年   月   日 

           様 

 

恵那市長           

 

水圧調査依頼回答書 

 

 

     年   月   日付けで依頼のありました水圧調査について下記のとお

り回答します。 

 

 

１. 測定箇所                        

 

２. 最小動水圧        ＭＰａ 

 

３. 添付書類    位置図、水圧記録紙 



 

 

 

様式３ 

年  月  日 

 

恵那市長  

 

申請者（所有者） 住 所 

     氏 名 

     連絡先 

 

 

直結（直圧・増圧）式給水装置協議申請書 

 

 

   年  月  日  付け   第    号で回答のあった最小動水圧に基づ

き検討を行った結果、下記建築物の 3 階以上に使用する給水装置の一部または全部を

直結式として使用したいので申請します。 

記 

 

１. 申請住所                             

２. 建物用途      （  階建て）（  戸※集合住宅、貸しビル） 

①一戸建て専用住宅 ②一戸建て小規模店舗（兼住宅） ③集合住宅 

④事務所ビル ⑤その他 

業  種              

３. 給水方法  直結直圧式         階／  階 

直結増圧式    階～   階／  階 

受水槽式     階～   階／  階 

４. 工  期     年  月  日～    年  月  日 

５. 施工業者  指定番号       

住  所                  

名  称                  

連絡先                   

６. 添付書類  位置図、直結（直圧・増圧）式給水装置調書（様式４）、誓約書、

配管平面図、 配管立面図、水理計算書、水圧調査回答書の写し 

○水道用直結加圧形ポンプユニット：JWWA B130 

        配置図、認証登録書または同等以上の性能を有することを証明する

資料、承認図、能力決定根拠資料、 

○減圧式逆流防止器：JWWA B134 

        認証登録書または同等以上の性能を有することを証明する資料、承

認図 

以上 



 

 

 

様式４ 

直結（直圧・増圧）式給水装置調書 

 

被分岐管管種・口径  分岐管径  市メーター口径  

建 物 概 要 地上  階 / 地下  階 / 戸数     戸

給 水 方 法 直 圧 式 増 圧 式 

階 数    階～    階    階～    階 

戸 数          戸          戸 

最 高 位 の 給 水 栓 高

配 水 管 の あ る 路 面 よ り          ｍ          ｍ 

給 水 管 径 （ 最 大 径 ）   

計 画 １ 日 最 大 使 用 水 量         ㎥/日         ㎥/日 

計 画 時 間 最 大 使 用 水 量         ㍑/ｈ         ㍑/ｈ 

計 画 瞬 間 最 大 使 用 水 量         ㍑/min         ㍑/min

被 分 岐 管 最 小 動 水 圧 Ｐ 0                 ＭＰａ 

末 端 最 高 位 の 所 要 水 頭 Ｐ0＞Ｐ④＝    ｍ Ｐ7＝       ｍ 

水 
 

理 
 

計 
 

算 

直
圧
式

Ｐ① 末端最高位から配水管までの損失水頭          ｍ 

Ｐ② 末端最高位の給水用具を使用するために必要な圧力          ｍ 

Ｐ③ 末端最高位の給水用具と配水管との高低差          ｍ 

Ｐ④ 末端最高位の所要水頭 ＝Ｐ①＋Ｐ②＋Ｐ③          ｍ 

増
圧
式

Ｐ1 増圧給水設備上流側の給水管及び給水用具の損失水頭          ｍ 

Ｐ2 増圧給水設備の損失水頭          ｍ 

Ｐ3 増圧給水設備下流側の給水管及び給水用具の損失水頭          ｍ 

Ｐ4 末端最高位の給水用具を使用するために必要な圧力          ｍ 

Ｐ5 増圧給水設備と末端最高位の給水用具との高低差          ｍ 

Ｐ6 配水管と増圧給水設備との高低差          ｍ 

Ｐ7 増圧給水設備の吐出圧 ＝Ｐ3＋Ｐ4＋Ｐ5          ｍ 

増
圧
給
水
設
備 

 メーカー 型 式 仕    様 

増 圧 装 置   φ  ×  ㍑/min×  ｍ×  Kw 

減圧式逆流防止器    

停 止 一 次 側 圧 力  再作動一次側圧力  

 住   所 氏    名 連 絡 先 

管 理 責 任 者    

保 守 点 検 業 者    



 

 

 

様式５ 

誓 約 書 

１ 使用者又は入居者への周知 

（１）増圧給水設備の故障等に備え、修繕連絡先を明記し周知します。 

（２）増圧給水設備が停電、故障したとき、あるいは断減水時に一時的に水の使用が

できなくなることを承諾し周知します。 

２ 定期点検 

   増圧給水設備（減圧式逆流防止器を含む）の機能を適正に保つため、１年以内

ごとに１回の定期点検を行います。また、設置する全ての吸排気弁及び逆流防

止器についても点検を行い適正に管理します。 

３ 市メーター下流側の対応 

   市メーター下流側の給水装置（増圧給水設備を含む）で漏水及び故障等が発生

した場合は、所有者が責任を持って対応します。また、逆流防止器の不具合に

よって配水管への逆流が生じ水道事業者または使用者等に損害を与えた場合は、

所有者が責任を持って補償します。 

４ 受水槽式から直結式への給水方法の変更 

   受水槽より下流側の既設配管は、「受水槽式給水設備の給水装置への切替えに

関する留意事項について」に記されている内容を満足していることを確認して

います。 

５ メーター交換 

   計量法に基づく水道メーターの交換及びメーターの異常による交換時の際には、

断水することを承諾します。 

６ 水圧・水量不足の対応 

   将来、周辺地域での水使用量が増え、３階以上での水圧・水量不足が発生した

場合は、所有者が責任を持って対応します。その対応策として、直圧式の場合

は増圧給水設備を、増圧式の場合は受水槽や高置水槽が設置できるスペースを

確保します。 

７ 条例・規定の厳守 

   上記項目のほか、取扱い上必要な事項は、恵那市水道事業給水条例及び恵那市

水道事業給水条例施行規則のほか恵那市給水装置工事施行基準を厳守します。 

８ 紛争の解決 

   上記各項の条件を使用者等に周知徹底させ、３階以上の直結給水装置に起因す

る紛争等については当事者間で解決し、水道事業者には一切迷惑をかけません。 

 

    年  月  日       

所有者 署名         印 



 

 

 

様式６ 

年  月  日 

 

恵那市長 

 

所有者 住 所 

    氏 名 

    連絡先 

 

増圧式給水装置変更届 

 

 

 下記に設置してある増圧式給水装置について内容の変更をしたいので申請します。 

 

 

１. 給水装置設置場所                       

 

２. 水道番号               

 

３. 変更する内容 

変更前 変更後 

  

 ※所有者の変更については、誓約書を添付すること。 

※増圧給水設備の設定した値の変更については、直結（直圧・増圧）式給水装置協

議申請書（様式３）を添付すること。 

 


